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◯佐野委員 決算審査特別委員会での会派公明党として、

総括質問を行わせていただきます。 

 初めに、平成２８年度決算の全体を俯瞰して見てみると、

昨年同様に、歳入に対する歳出は、義務的経費のうち、扶

助費が一部で突出しており、財政運営にインパクトを与え

ています。 

 また、扶助費増加とともに、公共施設等の更新等費用も、

甲府・峡東地域ごみ処理施設一部事務組合負担は継続、焼

却工場等の解体工事が今後開始されます。また、昭和４０

年代後半から整備された公共施設やインフラの耐用年数か

らの老朽化対策も、甲府市公共施設等総合管理計画に示さ

れている更新改修費の試算どおりであり、将来世代への負

担増を少なくしていくための注意が今後は必要だと考えま

す。 

 近々の財政状況については、投資的経費にしか使えない

地方債より有利な、ほとんどの経費に使え、償還条件もよ

い臨時財政対策債が、今年度も含め毎年ほぼ上限枠いっぱ

いで計上されていることでも、当局の対応対処の御苦労が
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推測されます。 

 しかし、大変な状況であろうと住民福祉向上を目指し「人

の世に道は一つということはない」との樋口市長が今年度

初頭に語られた市政への取り組みの想いのとおり、職員の

皆さんがこれに呼吸を合わせ、市民に対し柔軟に、そして

多様な側面から日常業務、責務を果たされていることに感

謝いたします。 

 また、樋口市長より「人・まち・自然が共生する未来創

造都市 甲府」と定められた第六次甲府市総合計画も、未

来の１０年後の甲府市の都市像実現を目指し、それぞれの

施策について推進されていること、特に将来のよき最大の

投資としての子ども政策は、目をみはるほど矢継ぎ早に実

行されていることには、市民の代表として感謝をしており

ます。 

 全体を俯瞰して見れば、４つの基本目標は、いつまでに

何を行うか、ロードマップで見える化されており、第六次

甲府市総合計画では、新たな施策が多数計上され、実行さ

れております。 
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 そこで質問いたします。第六次甲府市総合計画第１次実

施計画を踏まえ、平成２８年度の決算についての全体的総

括について、お伺いいたします。当局の御所見をお示しく

ださい。 

◯樋口市長 第１次実施計画を踏まえた平成２８年度決算

の総括についての御質問にお答えを申し上げます。 

 第六次甲府市総合計画の初年度となる平成２８年度にお

きましては、「人・まち・自然が共生する未来創造都市 甲

府」の実現に向け、その第一歩を踏み出し、県都として、

未来に向かって大きく飛躍しなければならない大変重要な

年でありました。 

 こうしたことから、平成２８年度の市政運営に当たりま

しては、４つの視点から定めた基本目標に基づき「いきい

きと輝く人を育むまちをつくる」としましては、子ども・

子育てに関する相談に親切・丁寧に対応する子ども相談セ

ンター「おひさま」の開設や、対象範囲を拡充した医療費

助成や放課後児童クラブ、問題を抱える児童・生徒を支援

するスクールソーシャルワーカーの小中学校への派遣、本
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市独自の保育料の軽減措置を講じるなど、安心して子ども

を生み育てられる環境の充実を図るとともに、良好な教育

環境の充実に努めてまいりました。 

 「魅力があふれ人が集う活力あるまちをつくる」としま

しては、活力ある商工業の振興を図るための中小企業・小

規模企業振興条例の制定や、甲府市商工業振興指針の改定、

地域資源を生かした甲府ブランドの推進、若者と市内企業

との就職マッチングを図るための就職応援合同企業説明会

の開催、夏の新しいイベントとしての小江戸甲府の夏祭り

の開催など、「稼ぐまち・稼げるまち甲府」の実現に向けた

諸施策を展開してまいりました。 

 「安全で安心して健やかに暮らせるまちをつくる」とし

ましては、大規模災害を想定した防災資機材・備蓄非常用

食糧等の整備、犯罪や交通事故などの未然防止のための防

犯街路灯のＬＥＤ化の促進、高齡者が健やかに生き生きと

暮らすことができる地域包括ケア体制の構築、妊婦及び乳

幼児の健康の保持増進を図るための保健指導・健康診査の

実施など、災害や犯罪などに対する不安をなくし、誰もが



5 

 

住みなれた地域で健やかに暮らすことができるための諸施

策を推進してまいりました。 

 「自然と都市機能が調和する快適なまちをつくる」とし

ましては、環境負荷の軽減や資源リサイクルを促進するた

めのプラスチック製容器包装回収事業を本格実施するとと

もに、県市共同での甲府駅南口駅前広場の再整備や、リニ

ア中央新幹線の開業がもたらす効果を最大限に活用するた

めの甲府市リニア活用基本構想の策定、交通混雑の緩和と

日常生活の利便性を高める都市計画道路の整備など、清潔

で快適な生活環境や機能的な都市基盤の整備に努めてまい

りました。 

 今後におきましても、効率的な行財政運営を図る中で、

安定的な財政基盤の強化に努めるとともに、第六次甲府市

総合計画に位置づけた各施策を着実に推進することにより、

本市に住む人々、訪れる人々の全てが幸福感や満足感を抱

くことができるまちづくりに邁進してまいりたいと考えて

おりますので、御理解を賜りたいと存じます。 

 以上でございます。 
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◯佐野委員 御答弁ありがとうございました。第六次甲府

市総合計画が目指す１０年後の「人・まち・自然が共生す

る未来創造都市 甲府」の実現を目指す場合、増田レポー

トをまつまでもなく、現在、また未来へ向け、危機感とし

て肌身で感じるところであります。先ほど樋口市長からも

ございましたとおり、課題である人口減少、少子化対策は

克服しなければならない問題であり、地方創生の大事なキ

ーワードだと考えております。本市議会でも、都市開発、

農政、まちづくり、福祉政策などで側面を変えながら、い

かに人の流れを甲府につくるか、また若者世代や子育て世

代の市内への定着をどう推進していくのかをただいま樋口

市長からも御案内があったとおりの項目で提言をさせてい

ただき、質問、論戦してきたところでございます。樋口市

長の示される政策、当局施策とも、本市議会議員の側から

も政策提案で具体的な施策項目や事務事業で対案を示して、

善政競争を行いながら、今後もよき論議で市政推進を図っ

ていきたいと思いますので、どうかよろしくお願いしたい

と思います。 
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 それでは、前段質問に続きまして、ここからは未来展望

とは若干視点を変えまして、後段については、税収増と、

将来負担を減らし、基金をふやせるかに着目して質問をし

てまいりたいと思います。 

 それでは、収納体制についてお伺いします。市税収納率

について見てみると、全体収納率について、平成２８年度

は０．３８％増で、固定資産税の収納率も平成２５年度か

ら毎年約１ポイント上昇し、今年度も上昇しております。

市税収納率からは御努力が確認でき、徴収が改善されてい

ることは喜ばしいことだと思っております。 

 そこで質問します。今年度の市税徴収を総括され、市税

徴収対策アクションプランに基づいた市税徴収の体制につ

いての詳細と、特別滞納整理班の取り組み、今後の収納率

アップについてお伺いします。 

 また、収入済額が減少している税目の理由と総合的な対

策についてお示しください。 

◯曽雌税務統括監 市税の徴収体制等についてお答えいた

します。 
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 平成２８年度決算における市税の徴収については、個人

市民税及び固定資産税等の増額により収入総額は２８７億

３，３１６万５，５００円となり、予算現額を２億４，５

２４万７，５００円上回るとともに、収納率につきまして

も、平成２７年度と比較し０．３８ポイント上昇いたしま

した。 

 本市における市税収納率は、平成１６年度を底に、１０

ポイント余り上昇してきておりますが、より効果的かつ計

画的に徴収対策を推進するため、市税徴収対策アクション

プランを策定し、現年度課税に対する早期滞納整理の実施、

高額滞納案件の解消などに向けた取り組みを実施してまい

りました。 

 市税徴収対策アクションプランの徴収体制につきまして

は、税収確保対策会議を立ち上げ、賦課部門と徴収部門の

連携を図るとともに、高額で困難性のある案件を解消する

ため、滞納整理課内に専任の係長１名と地区担当職員によ

る特別滞納整理班を設置し、強化を図ってまいりました。

特別滞納整理班の取り組みにつきましては、滞納金額５０
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０万円以上の４５案件に対し、差し押さえ等の滞納処分及

び財産調査等を実施するとともに、きめ細かな納税交渉を

行い、平成２８年度の実績といたしまして、９案件、滞納

金額として７，９７７万円余りの案件を解消することがで

きました。 

 こうした取り組みに加え、口座振替、コンビニ収納のさ

らなる促進及び山梨県総合県税事務所との連携の強化を図

り、収納率の向上に努めてまいります。 

 次に、減収となった主な税目とその理由でございますが、

法人市民税が、地方税法等の改正によりまして税率が引き

下げられたことにより、４億５，６００万円余り、市たば

こ税においては、健康志向の高まりを反映し、消費本数が

減少したことにより、５，４００万円余りの減収となった

ところであります。 

 今後におきましても、市税は歳入の太宗をなす重要な財

源でありますことから、引き続き市税徴収対策アクション

プランを確実に実行し、さらなる収納率の向上を図るとと

もに、課税客体の的確な把握や新たな納税方法の検討など
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を行い、税収の確保に努めてまいります。 

 以上でございます。 

◯佐野委員 詳細な御答弁ありがとうございます。政策・

施策推進にはこの市税増収が不可欠であります。ともする

と我々委員も歳出に目を向けがちでありますので、歳入額

に資する施策の推進をしっかり進めていきたいと思ってお

ります。 

 初めに、適正な算定をされた市税を納入していただく義

務があることについては、市民によく周知していただき、

理解していただくことが大事だと考えています。年々市税

徴収率が上がっていることは、当局の御努力の成果だと考

えます。相手があることでのこの御苦労については承知し

ており、税の公平性を目指して日夜責務を果たされる皆さ

んの大変さには頭が下がる思いであります。 

 しかし、惜しむらく苦言を呈させていただければ、まず

は未来への施策を実現するためや、将来世代の負担を少し

でも減らすためにも、一層の御努力で、全国の平均値以上

を到達点としていただくことをお願いしたいと思います。
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この要望を付し、次の質問へと移らせていただきます。 

 次に、甲府市の財政健全化についての経常収支比率につ

いてお尋ねします。 

 自治体のひもつきでなく、収入に占める、自治体存続上

どうしても出ていってしまう経費割合である経常収支比率

について、指標として８０％を超えると財政の硬直化が懸

念され、本年決算での経常収支比率は毎年連続で高い水準

で推移しております。 

 そこで質問します。平成２８年度決算における経常収支

比率について、前平成２７年度に比し、さらに硬直化が進

んでいることが確認されます。類似団体との比較を踏まえ

た上での当局御所見をお伺いします。 

 また、この財政運営の硬直化についての対策や手だての

方向性について、当局の御所見をお示しください。 

◯中村企画部長 平成２８年度決算の経常収支比率につい

てお答えいたします。 

 平成２８年度決算における本市の経常収支比率は９５．

５％であり、前年度と比較して４．３ポイント上昇してお



12 

 

り、平成２８年度決算に基づく施行時特例市の平均である

９２．７％との比較においても高い数値となっております。 

 この主な要因につきましては、比率の算定において分子

となる経常経費に充当する一般財源額が、新庁舎建設事業

等に充当した合併特例事業債の元金償還開始に伴う公債費

の増加や、自立支援費などの社会保障関係費の増加などに

より、前年度と比較して４億４，０００万円余の増額とな

ったことに加え、分母となる経常的な一般財源が、地方消

費税交付金や臨時財政対策債の減などにより、前年度と比

較して１５億２，０００万円以上の減額となったことによ

るものであります。 

 今後におきましては、財政を取り巻く環境は厳しさを増

していくことが予測されますが、財政運営に支障を来すこ

とがないよう、市税などの自主財源の確保や、地方交付税

措置のある有利な市債の効果的な活用、競争原理による金

融機関からの低利な資金調達により、公債費の抑制に努め

るとともに、行財政改革の継続的な推進に努め、事務事業

の見直しやさらなる経費の削減を図る中で、経常収支比率
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の改善に努めてまいります。 

 以上でございます。 

◯佐野委員 ありがとうございました。財政計画上で生じ

た不足額を解消するための財源として、御承知のとおり、

地方公共団体による臨時財政対策債の発行が２００１年度

から行われていますが、国の全体的なマクロで俯瞰して見

た場合、国からの新規発行額がここ２年連続で減少してい

ること、これから先で充当するに当たっては、減少してい

くことも見据え、少し懐疑的に見ることも必要であり、で

きるだけ充当しなくてよい方向も模索すべきであると思い

ます。この点は重要だと考えております。 

 また、経費縮減策として、だんだん減ってきているとい

う御報告もありましたが、余り過ぎた人件費削減となって

しまっては、これはちょっと大変なことになるのではない

かと思います。市長も「人こそが組織経営にとって最も重

要な財産である」との所信表明をされております。今後の

中核市移行を見据えれば、すぐれた人材確保が重要な課題

であります。減らす方向で進むというのもよいことだとは
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思いますが、人件費もふえる方向に向かいますので、この

ことでも自主財源確保が重要であると思っております。新

たな稼ぐコンセプトの施策を今以上に充当していただいて、

さらなる御努力で行財政運営を進めていっていただくこと

を求めます。 

 次に、将来負担比率についてお伺いします。年度末に残

っている預金としての各会計が有する現金、各種の基金総

額については、次年度以降の行政サービスに充てることが

できる本市の余力であります。本市１年間の収入額と比べ

て、現金・基金がどの程度あるかを、基金額を比率化した

指標であらわすことで、年度ごと比較も見やすく、比率で

あれば、財政規模を合わせることもないので、他都市との

比較もたやすくできます。これで算定した５年間の本市数

値推移を見てみると、平成２４年度から３１．９％、３４．

４％、３５％、３５．８％、そして３８．５％が平成２８

年度と、預金に当たる基金額の比率は国の算定指標ではな

いものの、確認すれば基金積み上げがなされ、御努力を評

価できるものだと考えます。しかし、国の財政指標を使い、
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借金である将来負担比率を見ると、指標数値は平成２３年

度から全国平均値を上回り、４年間で平均値より２１．１

ポイントも大きく上回った状況を見れば、より根本的な財

源確保が必要な時期に当たるものと考えます。 

 また、先ほどの基金額を比率化した指標をグラフに年ご

とにプロットして、閾値を引き確認しても、基金は年ごと

に積んでいるが、将来負担が増加傾向にあることが見てと

れます。 

 究極的には、今以上の歳出削減と増収による歳入増加の

いずれを選択するのかという問題と向き合わなければなら

ないでしょうが、樋口市長の掲げる「稼ぐ」というコンセ

プトをさらに前へと加速させ、この財源確保でさらに税収

を充当することで、将来への負担を下げられるものだと考

えます。 

 しかし、現状では、新ごみ処理施設建設に伴う一部事務

組合などへの負担見込み額増の理由により、他類似団体に

比べ将来負担比率が高いことは承知しております。将来負

担比率については、今後本市の施設が軒並み耐用年数を迎
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える更新時期を考えれば、さらなる将来への負担増が懸念

されます。 

 そこで質問します。現在も含め、今以上に現金・基金を

ふやす手だてや、政策・施策や対策が必要だと考えますが、

当局のお考えをお示しください。 

◯中村企画部長 将来負担比率についてお答えいたします。 

 本市の平成２８年度の将来負担比率は７０．８％となり、

前年度と比較して２．５ポイント上昇したところでありま

す。この主な要因といたしましては、将来負担額に対し充

当可能となる基金の残高において、財政調整基金が減少し

たものの、貸付金の償還などにより約２億４，０００万円

の増額となった一方、将来負担額の約５５％を占める市債

残高が対前年度約２億１，０００万円の増額となったこと

に加え、本年４月から本格稼働を開始いたしました、佐野

委員御指摘の新ごみ処理施設の建設等に係る一部事務組合

の負担見込み額が対前年度約３２億円の大幅な増額となっ

たことによるものです。 

 今後におきましても、最終処分場建設や環境センター附
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属焼却工場等の解体に係る市債や一部事務組合負担金が増

加していくことなどに伴い、しばらくは将来負担比率が上

昇傾向となることから、公共施設等総合管理計画に基づき、

公共施設等の適正化やインフラ資産の長寿命化等に取り組

むとともに、公共施設の改修・更新に当たっては、交付税

措置のある有利な市債の活用や事業実施の優先度を精査す

るなど、計画的な市債の発行により、市債残高の抑制に努

め、行財政改革をより一層推進する中で、基金の取り崩し

を抑制し、より計画的な積み立てを行い、基金残高の増加

を図るなど、次世代への負担の軽減に努めてまいります。 

 以上でございます。 

◯佐野委員 御答弁ありがとうございました。これが最後

の質問になったわけでございますが、質問を締めくくるに

当たりまして若干述べさせていただきたいと思います。 

 余力を図る基金額比率と将来負担比率数値を前年度に対

比させ、年度ごとの傾向性を毎年見ておりますが、閾値に

対する数値の方向性と偏りから、必要な歳出を抑制してし

まうことはあってはならないものだと考えていますが、こ
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の方向性からも本市の財政状況の傾向性と課題が透けて見

えてくるわけでございます。数値傾向性からは、何度も繰

り返しますが、樋口市長が掲げる市税収増での「稼ぐまち

甲府」を一段と進め、自主財源の確保を目指していかれる

ことが肝要であり、これは第一に推進すべきことに見えま

す。 

 いずれにいたしましても、今後もより一層当局の御努力

を期待いたしまして、財政運営上の課題をクリアできるよ

うに、我々も政策提案でよい対案を示しつつ、政策を推進

していきたいものと決意しております。 

 以上をもちまして、平成２８年度決算審査特別委員会で

の会派公明党の総括質問を閉じさせていただきます。御清

聴ありがとうございました。 

 

 


